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ス
ト
自
転
車
を
購
入
す
る
際
の

補
助
を
行
っ
て
は
ど
う
か
。

答
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進

の
た
め
、
電
動
ア
シ
ス
ト

自
転
車
購
入
補
助
事
業
を
実
施

し
て
お
り
、
高
齢
者
が
運
転
免

許
証
を
自
主
返
納
し
た
場
合
も

補
助
対
象
と
な
る
。
返
納
の
促

進
と
い
う
観
点
か
ら
も
周
知
し

て
い
き
た
い
。

公
明
党
蒲
郡
市
議
団

代
表　

伊　

藤　

勝　

美

５
年
連
続
増
加
の
予
算
の

要
因
と
背
景
は

問
他
市
で
は
前
年
度
比
減
の

予
算
が
計
上
さ
れ
る
中
で
、

本
市
の
一
般
会
計
予
算
は
、
５

年
連
続
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

そ
の
要
因
と
背
景
に
つ
い
て
伺

う
。

答
人
口
増
や
市
民
の
健
康
づ

く
り
に
つ
な
が
る
町
づ
く

り
を
進
め
る
こ
と
で
、
市
の
将

来
が
「
夢
と
希
望
に
満
ち
た
、

明
る
く
輝
く
、
元
気
な
町
」
と

な
る
よ
う
取
り
組
ん
で
き
た
。

市
税
収
入
は
個
人
及
び
法
人
市

民
税
は
減
額
と
な
る
も
の
の
、

相
楽
町
民
成
地
区
や
ラ
グ
ー
ナ

蒲
郡
地
区
の
建
物
建
設
の
影
響

等
も
あ
り
、
固
定
資
産
税
が
増

額
と
な
る
た
め
、
市
税
全
体
で

は
５
年
連
続
で
増
額
を
見
込
ん

で
い
る
。

目
標
人
口
達
成
の
た
め
に

問
目
標
人
口
を
達
成
す
る
た

め
の
諸
課
題
に
対
す
る
戦

略
的
な
取
り
組
み
と
市
債
を
減

ら
し
、
経
常
経
費
を
抑
え
る
こ

と
を
両
立
さ
せ
る
た
め
の
予
算

上
の
工
夫
に
つ
い
て
伺
う
。

答
最
重
要
課
題
の
子
育
て
環

境
の
充
実
で
は
、
育
休
退

園
問
題
へ
の
対
応
と
し
て
、
育

児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
に
２

歳
以
上
児
の
保
育
継
続
を
可
能

と
し
、
保
育
士
の
人
材
確
保
に

も
取
り
組
ん
で
い
く
。
ま
た
、

産
業
の
活
性
化
で
は
企
業
再
投

資
促
進
補
助
な
ど
を
実
施
す
る
。

一
方
、
市
債
を
減
ら
し
、
経
常

経
費
を
抑
え
る
た
め
、
道
路
等

イ
ン
フ
ラ
の
維
持
補
修
費
は
、 

前
年
度
比
32
・
８
％
増
額
し
、

将
来
の
投
資
の
抑
制
、
施
設
の

安
全
確
保
に
留
意
し
た
。

拡
充
・
継
続
す
る
事
業
の

評
価
と
改
善
は

問
安
全
で
住
み
や
す
い
、
魅

力
あ
る
町
づ
く
り
の
た
め
、

平
成
29
年
度
に
拡
充
・
継
続
す

る
事
業
を
、
ど
の
よ
う
に
評
価
、

改
善
し
、
ど
の
よ
う
な
効
果
を

見
込
ん
で
い
る
の
か
。

答
都
市
基
盤
整
備
で
は
、
駅

南
土
地
区
画
整
理
事
業
で

行
っ
て
い
る
点
字
ブ
ロ
ッ
ク
の

設
置
な
ど
歩
道
の
バ
リ
ア
フ
リ

ー
化
を
進
め
、
蒲
郡
駅
か
ら
竹

島
に
至
る
観
光
客
の
動
線
に
配

慮
し
た
整
備
を
行
い
、
都
市
景

観
の
向
上
を
図
る
。

　

ま
た
、
教
育
環
境
の
充
実
で

は
、
小
学
校
１
年
生
か
ら
中
学

校
３
年
生
ま
で
実
施
し
て
い
る

35
人
以
下
学
級
を
継
続
実
施
す

る
と
と
も
に
、
特
別
支
援
教
育

指
導
補
助
員
を
28
年
度
に
引
き

続
き
１
人
増
員
し
、
特
別
支
援

教
育
の
充
実
を
図
る
。

多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に

対
応
す
る
た
め
に

問
事
務
の
効
率
化
や
簡
素
化

に
徹
す
る
と
と
も
に
、
職

員
の
資
質
向
上
を
図
り
、
質
の

高
い
行
財
政
運
営
に
取
り
組
む

こ
と
に
つ
い
て
、
そ
の
具
体
策

を
伺
う
。

答
職
員
の
資
質
向
上
に
つ
い

て
は
、
24
年
２
月
に
制
定

し
た
人
材
育
成
基
本
方
針
に
基

づ
き
、
自
己
啓
発
・
自
己
学
習

の
促
進
、
活
力
を
生
み
出
す
職

場
環
境
づ
く
り
、
能
力
・
実
績

重
視
の
人
事
管
理
、
意
識
改
革

に
つ
な
が
る
職
員
研
修
な
ど
を

実
施
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
質
の
高
い
行
財
政
運

営
に
は
「
人
・
も
の
・
金
・
情

報
・
時
間
」
の
５
つ
の
資
源
が

必
要
と
さ
れ
る
が
、
こ
の
中
の

「
人
」
が
最
も
重
要
な
資
源
で

あ
る
。
「
人
材
」
を
、
す
ぐ
れ

た
能
力
を
備
え
、
そ
れ
を
発
揮

し
て
目
標
の
達
成
に
貢
献
で
き

る
「
人
財
」
に
育
て
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
る
。

鈴
木
貴
晶
（
自
由
ク
ラ
ブ
）

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の

活
用
を

問
本
制
度
の
活
用
が
財
源
確

保
に
つ
な
が
る
と
考
え
る
。

企
業
が
寄
附
し
た
く
な
る
よ
う


